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令和 4年 2月 14日 

 

郡市区等医師会 御中 

一般社団法人 大阪府医師会 

（公印省略） 

 

医療機関における開示手数料の算定に係る推奨手続きについて 

 

この度、標題の件に関して、厚生労働省の通知を受けて、日本医師会より次の通り連

絡がありました。 

すなわち、 

◇ 医療機関が保有する診療情報の提供等については、「診療情報の提供等に関する指針

の策定について」（平成 15年 9月 12日付け医政発第 0912001号、以下「指針」とい

う。）において 、どのような事項に留意すれば医療従事者等が診療情報の提供等に

関する職責を全うできるかが示されてきた。 

◇ また、「診療情報の提供等に関する指針について（周知）」（平成 30年 7月 20日付け

医政医発 0720002 号）において、診療記録の開示に当たって留意すべき点が示され

ている。 

◇ これらの指針に関して、「規制改革実施計画」(令和元年６月 21 日閣議決定)におい

て、「高額の開示手数料等によりその請求が不当に制限されることにならないよう、

ガイドライン等において、医療機関における開示手数料の算定に係る推奨手続を明

らかにする」こととされたことから、全国の特定機能病院等に対して実施した診療

記録の開示に要する費用に関する実態調査の結果等を踏まえ、医療機関における開

示手数料の算定に係る推奨手続等が示された通知が発出された。 

 

その上で、同通知では、「〇診療記録の開示に係るコストを削減するための工夫につい

て」及び「〇患者等の負担を減らすための工夫について」の各項目に関して、「望ましい

例」と「望ましくない例」が列挙されています。 

 

〇診療記録の開示に係るコストを削減するための工夫について 

医療機関の管理者は、診療記録の開示手続については、診療記録の開示・不開示を審

査する事務や請求のあった診療記録を探索する事務等、診療記録の開示に係るコストを

削減する観点から、下記のとおり「望ましい例」「望ましくない例」を指針とともに参考

にしつつ、適切に開示手続を定めること。 

（望ましい例） 

• 開示の申立ての際、申立人が必要としている診療記録を具体的に特定することで、

物件費（提供する診療記録の印刷に係る費用等をいう。以下同じ。）や探索事務に

係るコストを削減する。 

• 開示に当たって、開示する診療記録の量が多い場合には、CD-Rを利用して提供を
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行う等、開示する診療記録の量や内容等に応じた適切な方法を医療機関において

検討・判断の上で当該診療記録を提供することで、物件費や開示する診療記録の

準備に係るコストを削減する。 

（望ましくない例） 

• 申立人の意向に関わらず、求めのない診療記録を含む膨大な資料を開示する。 

• 文書の量や申立人の意向に関わらず、全ての請求について紙量の削減等に配慮せ

ず開示を行う。 

〇患者等の負担を減らすための工夫について 

医療機関の管理者は、診療記録の開示手続について、患者等の負担を減らす観点から、

下記の「望ましい例」「望ましくない例」を指針とともに参考にしつつ、適切に開示手続 

を定めること。 

（望ましい例） 

• 受付と受渡しの手続きは原則、窓口において行うこととしているが、医療機関に

おける開示に係る体制、申請者の居住地や体調等の事情等を勘案し、郵送で提供

を行う等、柔軟な対応を検討する。また、その際の料金の支払いについても、現金

書留や口座振込による対応等、柔軟な対応を検討する。 

• 開示決定を通知する際に、開示にかかる費用の概算を伝える。 

• 患者の希望等に応じて、開示する診療記録は両面印字し、紙量を削減する。また、

診療記録を発送する際には必要以上の梱包を避け、軽量にする。 

（望ましくない例） 

• 開示を行う際の費用について、患者側の意向等を問わず、概算を一切明かさない。 

• 開示の受付・受渡しや料金の支払い方法について、医療機関の体制、申請者の事

情等を踏まえた検討を行うことなく、一律に窓口で対応する等の対応を行う。 

 

つきましては、貴会におかれましてもご了知の上、所属医療機関に周知賜りますよう

よろしくお願い申し上げます。 

 

〔参考〕厚生労働省ホームページの「法令等データベースサービス －通知検索－」によ

り、検索できます。 

・「診療情報の提供等に関する指針の策定について」(平成 15 年 9 月 12 日付医政発

第 0912001 号) 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb3403&dataType=1&page%20No=1 

・「診療情報の提供等に関する指針について(周知)」(平成 30 年 7 月 20 日付医政医

発 0720002 号) 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc3511&dataType=1&pageNo=1 

 

大阪府医師会総務課企画室 
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